
IIII 教育委員会

１ 教育委員会の組織

教育委員会は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づいて、学校その他の教育機

関の設置・管理、学校教育、社会教育、スポーツ及び文化財等教育に関する事務を管理執行すること

を職務権限とする行政委員会です。

  教育委員会は、市長が市議会の同意を得て任命した教育長と４人の委員により構成されます（教育

長の任期は３年、委員の任期は４年）。教育長は委員会の会務を総理し、委員会を代表します。また、

教育長に事故があるとき、又は教育長が欠けたときにその職務を代理する者を指名します。

教教育育委委員員会会名名簿簿 

職名 氏名
ふりがな

就任 現任期

教育長 青木
あ お き

由美子
ゆ み こ

令和 5年 4月 1日 令和 5年 4月 1日～令和 7年 9月 30日

教育長職務代理者 三町
み ま ち

章
あきら

平成 25年 10月 1日 令和 3年 10月 1日～令和 7年 9月 30日

委  員 丸山
まるやま

憲子
の り こ

令和元年 10月 1日 令和元年 10月 1日～令和 5年 9月 30日

委  員 青木
あ お き

雅代
ま さ よ

令和 2年 10月 1日 令和 2年 10月 1日～令和 6年 9月 30日

委  員 望月
もちづき

克
かつ

浩
ひろ

令和 4年 11月 1日 令和 4年 11月 1日～令和 8年 10月 31日

青木由美子教育長 三町章
教育長職務代理者

丸山憲子委員 青木雅代委員 望月克浩委員

※ 歴代教育長及び委員については、巻末の「資料編」に掲載

２ 教育委員会の会議

教育行政の基本的な施策の決定や諸問題の解決等の重要案件を処理するほか、事務事業の報告

等を行うため、会議を開きます。会議は、原則として毎月第３木曜日に定例会を開催するほか、必要に

応じて臨時会を開催します。

（１）教育委員会が議決する主な事項

教育行政の重要事項は、議案として教育委員会で審議され、原則として委員の賛成多数により可

決される。

教育委員会で議決すべき事項（「小平市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則」より抜粋） 

(１) 教育行政の運営及び学校その他の教育機関の運営管理について一般方針を定めること。

(２) 委員会が定める規則及び規程の制定及び改廃に関すること。

(３) 学校その他の教育機関の設置及び廃止に関すること。

(４) 都費負担教職員(以下「教職員」という。)の服務の監督及び研修の一般方針を定めること。
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(５) 教職員の任免（校長及び副校長の任免に限る。）、分限及び懲戒についての内申に関するこ

と。 

(６) 事務局及び教育機関の課長補佐(課長補佐相当職を含む。)以上の職にある者(教職員を除

く。)の任免に関すること。 

(７) 事務局及び教育機関の職員(教職員を除く。)の分限及び懲戒に関すること。 

(８) 第４号から前号までに掲げる事項のほか、教職員の人事(服務に関することを除く。)並び

に事務局及び教育機関の職員(教職員を除く。)の人事に関すること。 

(９) 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価に関すること。 

(10) 教育予算その他議会の議決を経るべき議案について市長に意見を申し出ること。 

(11) 9,000万円以上の教育財産の取得及び処分について市長に申し出ること。 

(12) 教科用図書の採択に関すること。 

(13) 児童又は生徒の出席停止に関すること。 

(14) 請願、訴訟及び審査請求に関すること。 

(15) 表彰等を行うこと。 

(16) 小平市情報公開条例(平成 13 年条例第 29 号)に基づく市政情報の公開の請求に対する決定

(次条第１項において「公開決定」という。)に関すること。 

(17) 小平市個人情報保護条例(平成 13 年条例第 30 号)に基づく保有個人情報の開示、訂正及び

利用停止の請求に対する決定(次条第１項において「開示決定等」という。)に関すること。 

（２） 教育委員会の議事（令和４年度） 

議議案案  

議決事項（45件） 議決した会議 

条例制定の申出 （１件） 

 小平市立図書館条例の一部を改正する条例の制定の申出について ２月定例会 

予算の申出 （５件） 

 令和４年度教育予算の補正の申出について 
５月定例会 

 令和４年度教育予算の補正の申出について 

 令和４年度教育予算の補正の申出について ８月定例会 

 令和４年度教育予算の補正の申出について 
２月定例会 

 令和５年度教育予算の申出について 

規則、規程の制定・改正 （13件） 

 小平市立学校通学区域に関する規則の一部を改正する規則の制定について ６月定例会 

 小平市教育委員会が定める歴史公文書選別基準の制定について 
８月定例会 

 小平市特定歴史公文書の保存、利用及び廃棄に関する規則の制定について 

 
小平市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則の一部を改正する
規則の制定について ９月定例会 

 小平市教育委員会事案決裁規程の一部を改正する規程の制定について 

 小平市立図書館条例施行規則の一部を改正する規則の制定について ２月定例会 

 小平市教育委員会事務局処務規則の一部を改正する規則の制定について 

３月定例会 

 
小平市教育委員会職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正す
る規則の制定について 

 
小平市教育委員会が管理する保有個人情報の保護等に関する規則を廃止する
規則の制定について 

 
小平市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則の一部を改正する
規則の制定について 

 小平市立学校文書管理規程の一部を改正する規程の制定について 

 
小平市立学校等教職員の兼業等及び教育公務員の教育に関する兼職等に関す
る事務取扱規程の一部を改正する規程の制定について 

 小平市立図書館条例施行規則の一部を改正する規則の制定について 
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※※ 教育委員会の会議のその他の議事については、巻末の「資料編」に掲載 

 

（３） 会議及び議事録の公開 

教育委員会の会議は、プライバシーを含む議事や人事案件のほかは原則として公開しており、通

常は 20人までの傍聴が可能である。 

また、会議後には議事録を作成し、市役所市政資料コーナーで閲覧に供するほか、市のホームペ

ージでも公開している。 

 

３ 教育委員会表彰 

小平市の教育及び文化の振興発展に貢献し、かつ、その功績が顕著なもの及び他の模範と認めら

れる行為を行ったもの（個人・団体）に対し、表彰し、又は感謝の意を表すために、教育委員会として表

彰を行います。 

（１） 対象者 

① 小平市立学校に在学する児童・生徒又はこれらの者で構成する団体で次のいずれかに該当する

もの 

ア 有益な調査研究、発明若しくは発見をし、又は工夫を考案したもの 

イ 児童・生徒の名誉を高め、他の模範となる行為を行ったもの 

ウ その他表彰することが適当であると委員会が認める成績（教科の学習成績を除く。）を修め、

又は行為を行ったもの 

② 学校に勤務し、若しくは勤務していた教職員又はこれらの者で構成する団体で次のいずれかに

該当するもの 

ア 職務上の成績が特に優秀なもの 

イ 職務上特に有益な研究若しくは発明をし、又は工夫を考案したもの 

ウ 特に他の模範となる行為を行ったもの 

エ 校長又は副校長で退職（死亡による退職を含む。）をしたもの 

オ その他表彰することが適当であると委員会が認める成績を修め、又は行為を行ったもの 

③ そのほか、表彰することが適当であると委員会が認めるもの 

「小平市教育委員会表彰等に関する規程」より抜粋 

（２） 令和４年度表彰実績 

表彰内容 人数・団体数 

1  感謝状贈呈   

 退職校長・副校長 10 名 

 社会教育委員等非常勤特別職等 11 名 

2  表彰状授与(児童・生徒)   

 競技会、コンクール等で優れた成績を修めた市立学校の団体 ３ 団体 

 競技会、コンクール等で優れた成績を修めた児童・生徒 52 名 

  

人事 （22件） 

 （略）  

その他 （４件） 

 小平市教育委員会事務の点検及び評価－令和３年度分－について 
８月定例会 

 令和５年度使用特別支援学級教科用図書の採択について 

 第二次小平市教育振興基本計画の策定について 
２月定例会 

 第二次小平市教育振興基本計画の令和５年度主要事業について 
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４ 教育委員会の広報 

教育委員会では、「市報こだいら」や小平市ホームページなどを活用するほか、教育委員会独自に

広報を行い、積極的な情報提供に努めています。 

（１） 広報紙「小平市教育委員会だより」 

教育委員会が推進する施策や、市立小・中学校及び児童・生徒の取組等をお知らせするため、「小

平市教育委員会だより」を発行している。 

① 発行回数 

年４回（その他「新年度 特別号」を１回発行） 

② 配布先 

市立小・中学校の児童・生徒に配付するほか、市公共施設、市内鉄道駅等で配布している（紙

媒体のほか、ホームページにも掲載）。 

また、平成 24年度より、市内の幼稚園・保育園を通じて市内在住の３～５歳児の保護者にも配 

付し、幼稚園・保育園と小学校の連携を推進している。 

③ 発行部数 

22,000部／回（令和４年度） 

 

５ 小平市総合教育会議 

総合教育会議は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づいて市長が主宰する会議

で、市長と教育委員会が、地域の教育の課題やあるべき姿を共有し、相互に連携して教育行政を推進

していくため、教育行政の大綱の策定、教育の条件整備など重点的に講ずべき施策や、児童・生徒等

の生命・身体の保護等緊急の場合に講ずべき措置についての協議・調整を行います。 

（１） 開催実績（令和４年度） 

回数 開催日 開催時間 開催場所 

第１回 ７月28日（木） 10：00～11：23 中央公民館 講座室２ 

第２回 12月23日（金） 13：30～14：55 中央公民館 学習室４ 

 

（２） 協議等の内容 

会 議 区 分 内 容 

第１回 協議事項 
10年先を見据えた小平市の教育が目指す方向性に

ついて 

第２回 協議事項 体験活動を通じた心の育成について 

（３） 小平市の教育に関する大綱 

「大綱」は、小平市の教育、学術及び文化の振興に関する基本的な方向性を示すものとして、  

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、市長が定めるものである。 

令和５年度に、教育委員会と協議し、新たな「大綱」を定めた。（Ⅷ 資料編参照） 
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６ 教育委員会事務局 

教育委員会の権限に属する事務を処理するため、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

に基づき、教育委員会に事務局を設置しています。事務局の組織等は教育委員会の規則で定めてい

ます。 

（１） 事務局・教育機関の組織図と職員数                                   令和５年４月１日現在  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 歴 史 公 文 書 担 当

大 沼 図 書 館 4
33

小 学 校 33

中 学 校

喜 平 図 書 館 5

上 宿 図 書 館 4

津 田 図 書 館 4

花 小 金 井 図 書 館 6

小 川 西 町 図 書 館 4

＜地区図書館＞

仲 町 図 書 館 4

サ ー ビ ス 担 当 6

資 料 担 当 4

調 査 担 当

図 書 館 48 庶 務 担 当 3

1

分 館 担 当 ( 津 田 ) 1

分 館 担 当 ( 大 沼 ) 1

2

分 館 担 当 ( 鈴 木 ) 1

分 館 担 当 ( 小 川 西 町) 1

分館担当 (花小金井南) 1

分 館 担 当 ( 仲 町 ) 1

分館担当(花小金井北) 1

分 館 担 当 ( 上 宿 ) 1

分 館 担 当 ( 上 水 南 ) 1

事 業 担 当 8

＜分  館＞

分 館 担 当 ( 小 川 ) 1

支 援 担 当 2

公 民 館 23 管 理 担 当 4

2

事 業 推 進 担 当 2

統 括 指 導 主 事

地域学習担当部長 1 地域学習支援課 7 生 涯 学 習 担 当

(教育施策推進担当課長兼務)

教 職 員 担 当 5

教 育 支 援 担 当 2

教 育 支 援 担 当 2

1

（教育指導担当部長兼務）

教育施策推進
担当課長

栄 養 指 導 担 当 2

教育指導担当部長 1 指 導 課 12 管 理 担 当 3

教 育 ICT 担 当 3

学 校 給 食 セ ン タ ー 3

学 務 課 15 学 事 保 健 担 当 6

施設更新担当課長 1 施 設 更 新 担 当 3※人数は教育長を除く

3

155 施 設 管 理 担 当 5

教育委員会 教 育 長 教 育 部 153 教 育 総 務 課 12 総 務 担 当
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（２） 事務局等の主な分掌事務 

 

 分 掌 事 務 

教
育
総
務
課 

①教育委員会の会議及び秘書事務に関すること。 

②事務局及び教育機関に勤務する職員(都費負

担職員を除く。)の任免その他人事に関するこ

と。 

③規則、訓令及び告示に関すること。 

④予算及び決算の総合調整に関すること。 

⑤重要事業の総合調整に関すること。 

⑥訴訟及び審査請求に関すること。 

⑦公印に関すること。 

⑧学校の設置及び廃止に関すること 

⑨校地の設定及び変更並びに学校施設の建設及

び営繕の計画に関すること。 

⑩学校施設の管理・保全に関すること。 

⑪教育行政相談に関すること。 

⑫学校教育に関する他課に属さないこと。 

⑬文化財の保護に関すること。 

⑭学校施設のスポーツ開放に関すること。 

⑮学校施設の更新等の総合調整に関すること。 

学
務
課 

①児童、生徒の就学、転学、その他学籍に関する

こと。 

②学級編制に関すること。 

③就学援助、就学奨励に関すること。 

④学校の予算（令達を含む。）及び決算に関するこ

と。 

⑤学校保健に関すること。 

⑥学校給食に関すること。 

⑦教育ＩＣＴの整備に関すること。 

 

指
導
課 

①教職員の任免、給与その他人事及び福利厚生

に関すること。 

②教職員の研修に関すること。 

③教育課程及び教科内容に関すること。 

④児童生徒の指導に関すること。 

⑤教育研究に関すること。 

⑥特別支援教育に関すること。 

⑦教育相談に関すること。 

⑧不登校児童・生徒に関すること。 

⑨情報教育の推進に関すること 

地
域
学
習
支
援
課 

①生涯学習の振興に係る総合的な計画・調整に

関すること。 

②青少年の健全育成に関すること。 

③地域と学校の連携・協働に関すること。 

④非核平和学習事業に関すること。 

⑤生涯学習に関する他課に属さないこと。 

公
民
館 

①定期講座の開設 

②討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等の

開催 

③定期講座等の参加者のための保育 

④公民館事業の広報 

⑤利用団体の連絡 

⑥公民館の施設、設備及び備品の公共的利用 

⑦その他公民館の目的達成のために必要な事業 

図
書
館 

①図書館資料を収集し、又は作成し、利用者の用

に供すること。 

②図書館資料の分類排列をし、及びその目録を

整備すること。 

③図書館の利用のための相談に応じること。 

④他の図書館、地方公共団体の議会に附置する

図書室及び学校に附属する図書館又は図書室

との連絡及び協力 

⑤他の図書館との図書館資料の相互貸借 

⑥図書館の分室の運営 

⑦読書会、講演会、おはなし会、鑑賞会、資料展

示会等の開催及び奨励 

⑧参考資料の紹介及び提供 

⑨図書館報その他の出版印刷物の発行及び頒布 

⑩子ども文庫その他の読書に関する団体との連

絡、協力及び奨励 

⑪その他図書館の目的達成のため必要な事業 

⑫歴史公文書に関すること 

 
※平成 27 年４月１日付け組織改正により、スポーツに関すること及び文化に関することは、地

域振興部文化スポーツ課が担当します。 
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７ 令和５年度教育予算

市の歳入歳出予算のうち、教育委員会が所管する事務に係る部分について、教育委員会はあらか

じめ市長に意見を申し出て、これを待って市長から市議会に予算案が提出されることとなっています。

教育委員会では、市議会で議決された予算をもってさまざまな事業に取り組むこととなります。

なお、市長部局の文化スポーツ課が行うスポーツに関すること及び文化に関することに係る予算も

教育費に含まれています。

（１）一般会計と教育費

一般会計の令和５年度当初予算総額は、779 億 9,000 万円で、前年度の 774 億 4,400 万円に比べ

5億 4,600万円、0.7％の増となっている。

教育費は 92億 1,804万 8,000円で、一般会計歳出予算に占める割合は約 11.8％である。

(単位：千円)

市税 31,113,000 40.2%

地方譲与税 276,351 0.4%

利子割交付金 32,000 0.0%

配当割交付金 228,000 0.3%

株式等譲渡所得割交付金 288,000 0.4%

法人事業税交付金 510,000 0.7%

地方消費税交付金 3,858,000 5.0%

ゴルフ場利用税交付金 9,000 0.0%

自動車取得税交付金 2 0.0%

環境性能割交付金 69,000 0.1%

地方特例交付金 255,000 0.3%

地方交付税 1,900,000 2.5%

交通安全対策特別交付金 18,000 0.0%

分担金及び負担金 392,363 0.5%

使用料及び手数料 1,374,636 1.8%

国庫支出金 16,657,257 21.5%

都支出金 11,756,763 15.2%

財産収入 86,247 0.1%

寄附金 3,000 0.0%

繰入金 2,462,853 3.2%

繰越金 1,000,000 1.3%

諸収入 435,128 0.6%

市債 4,719,400 6.1%

合計 77,444,000 100.0%

(端数調整あり)

(単位：千円)

議会費 469,160 0.6%

総務費 10,124,880 13.1%

民生費 37,662,796 48.6%

衛生費 7,465,594 9.6%

労働費 37,660 0.0%

農業費 152,393 0.2%

商工費 164,596 0.2%

土木費 7,498,662 9.7%

消防費 2,195,394 2.8%

教育費 8,315,894 10.7%

公債費 3,250,581 4.2%

諸支出金 6,390 0.0%

予備費 100,000 0.1%

合計 77,444,000 100.0%

(端数調整あり)

市税

国庫支出金

都支出金

市債

地方消費税

交付金

繰入金 地方

交付税
その他

歳入

774億4,400万円

民生費

総務費

教育費

土木費

衛生費

公債費

消防費

その他

歳出

774億4,400万円

(単位：千円)

市税 32,387,000 41.5%

地方譲与税 271,351 0.3%

利子割交付金 51,000 0.1%

配当割交付金 269,000 0.3%

株式等譲渡所得割交付金 261,000 0.3%

法人事業税交付金 561,000 0.7%

地方消費税交付金 4,354,000 5.6%

ゴルフ場利用税交付金 14,000 0.0%

自動車取得税交付金 2 0.0%

環境性能割交付金 76,000 0.1%

地方特例交付金 255,000 0.3%

地方交付税 1,100,000 1.4%

交通安全対策特別交付金 18,000 0.0%

分担金及び負担金 392,612 0.5%

使用料及び手数料 1,437,995 1.8%

国庫支出金 15,038,890 19.3%

都支出金 11,763,579 15.1%

財産収入 652,889 0.8%

寄附金 12,000 0.0%

繰入金 2,718,300 3.5%

繰越金 1,000,000 1.3%

諸収入 819,782 1.1%

市債 4,536,600 5.8%

合計 77,990,000 100.0%

(端数調整あり)

(単位：千円)

議会費 476,883 0.6%

総務費 9,576,555 12.3%

民生費 39,171,083 50.2%

衛生費 6,832,502 8.8%

労働費 37,660 0.0%

農業費 145,923 0.2%

商工費 171,214 0.2%

土木費 6,949,124 8.9%

消防費 2,119,783 2.7%

教育費 9,218,048 11.8%

公債費 3,183,368 4.1%

諸支出金 7,857 0.0%

予備費 100,000 0.1%

合計 77,990,000 100.0%

(端数調整あり)

市税

配当割交付金

財産収入

自動車取得

税交付金

地方交付税

交通安全対策

特別交付金

地方

交付税

その他

歳入

779億9,000万円

民生費

総務費

教育費

土木費

衛生費

公債費

消防費

その他

歳出

779億9,000万円
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（２） 教育費の内訳 

令和５年度の市の教育予算は、92 億 1,804 万 8,000 円で、前年度の 83 億 1,589 万 4,000 円に比

べ 9億 215万 4,000円、10.8％の増となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              ※文化スポーツ課（市長部局）予算 

教育総務費

13%

小学校費

39%
中学校費

11%

社会教育費

17%

保健体育費

20%

教育費

92億1,804万
8,000円

（単位：千円）

令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

9,218,048 8,315,894 902,154 10.8%
1,213,035 1,191,498 21,537 1.8%

教育委員会費 402,736 381,907 20,829 5.5%
教育指導費 810,299 809,591 708 0.1%

3,585,672 1,594,573 1,991,099 124.9%
学校管理費 2,430,632 1,171,240 1,259,392 107.5%
教育振興費 341,013 326,673 14,340 4.4%
学校保健体育費 97,027 96,660 367 0.4%
小学校建設費 717,000 0 717,000 -

1,012,510 824,065 188,445 22.9%
学校管理費 729,680 528,517 201,163 38.1%
教育振興費 237,054 250,133 △ 13,079 △5.2%
学校保健体育費 45,776 45,415 361 0.8%

1,587,942 1,441,535 146,407 10.2%
社会教育総務費 97,648 96,735 913 0.9%
社会教育振興費 1,029 1,025 4 0.4%
青少年対策費 80,889 80,626 263 0.3%
文化財保護費※ 58,221 33,538 24,683 73.6%
公民館費 435,924 396,364 39,560 10.0%
図書館費 914,231 833,247 80,984 9.7%

1,818,889 3,264,223 △ 1,445,334 △44.3%
保健体育総務費※ 96,963 85,146 11,817 13.9%
体育施設費※ 163,113 148,708 14,405 9.7%
体育館費※ 260,367 203,210 57,157 28.1%
学校給食費 1,298,446 2,827,159 △ 1,528,713 △54.1%

保健体育費

科  目

教育費

教育総務費

小学校費

中学校費

社会教育費
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